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現地調査について
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目的

都道府県アンケート調査により把握した事業の中から、特定の政策分野に偏らない、地域づくり全般の人材育
成事業について、汎用性や難易度を考慮し、今後の横展開等が期待される事業を抽出し、現地を訪問し、関係
者からの意見聴取や現場を視察することで実態を詳細に把握し、今後の提言に向けた検討の基礎資料とする。

実施期間

令和４年１０月下旬から令和５年１月中旬

候補地検討

【第一次選定】

〇都道府県アンケート調査において、回答の事業（７６事業）
から、次の要素を加味し抽出

(1)特定の対象（※）に限定しない事業

※ 一例として、「地域おこし協力隊」や「公民館職員」など

(2)開始後３年以上経過した事業

（理由）PDCAサイクルを考えた際、概ね３年程度は必要と
考えられるため

（３）修了生の取組みを把握している事業

（理由）課題や効果を聴取するに際し、必要項目と考えられ
るため

〇上記により抽出した事業を「第一次選定事業」とし、研究会
での審議対象とする。

（１）特定の対象（※）に限定しない事業
（６２事業）

※地域おこし協力隊等

調査回答のあった事業
（７６事業）

（２）開始後３年以上経過した事業
（４４事業）

※令和４年度は年数に含めず、
令和元年度以降に実施した事業

（３）修了生の取組みを把握している事業
（２２事業）

＝視察候補先（第一次選定）



視察候補①（集落総合対策事業（北海道））
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【事業名】 集落総合対策事業

【目的】：先進事例の紹介や交流・ネットワークの構築の場を提供するために、振興局
職員や市町村職員、地域企業職員等を交えたミーティングやワークショップを開
催しています。

【予算規模】：200万円以上300万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】： NPOや地域づくり団体スタッフ、地域住民等、都道府県職員、市区町村
職員、その他

【運営方法（主体）】： 都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：他の研修における講師への登用

【修了生との関係性】：道で配信しているメールマガジンへの寄稿依頼や別事業での
プレゼンターとして登壇していただくなどして関係性を維持しています。

【修了生の事例把握】：取組みについては資料として整理し、HP上で公開している。ま
た、別の研修会で紹介等をしています。

【北海道】

【地域づくり人材の人物像】道では、様々な地域課題に自ら立ち向かうことができる活力ある地域社会の構築を目指しており、
地域おこし協力隊をはじめ多様な主体との連携を図りながら、地域づくりに主体的かつ意欲的に取り組む人材が必要だと
考えています。

【都道府県と市区町村との役割分担】
北海道･･･市町村のサポートや地域の課題解決を支援するための個別相談会、集落間の交流を深める場づくりの提供。
市町村･･･住民ニーズや地域課題の把握。市民やNPO、企業を巻き込んだ課題解決へ向けた取組の推進。



視察候補②（あおもり立志挑戦塾（青森県））
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【事業名】 あおもり立志挑戦塾

【目的】：リーダーシップなど活動に関する心構えや理念哲学を学ぶ。

【予算規模】：300万円以上400万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：合宿型

【受講対象】：その他

【運営方法（主体）】：実行委員会方式による運営

【修了生への対応】：修了証の交付、OB・OG会の加入と定期的な交流機会の実施、
他の研修における講師への登用

【修了生との関係性】：OB会に全５回のあおもり立志挑戦塾のグループディスカッショ
ンへファシリテーターとして参加してもらったり、全５回のうち１回を修了生との交流
の機会として設定し、関係を構築している。

【修了生の事例把握】全５回の講義１回を修了生に講師依頼して、取組みを紹介して
いる。

【青森県】

【地域づくり人材の人物像】当県では、「人は『財（たから）』である」という考え方から、「人材」のことを「人財」と表している。その
上で、当県では地域づくり人財を、「地域の課題に立ち向かう人財」と広く考えている。今後の地域づくりにおいては、地域の
課題に主体的に取り組む意欲のある人財が必要だと考えている。

【都道府県と市区町村との役割分担】基本的には地域の実情を最も適切に把握している市町村がその地域の振興に取り組ん
でおり、県は市町村からの相談対応等の支援を行っている。



視察候補③（若者チャレンジ応援事業（秋田県））
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【事業名】 若者チャレンジ応援事業

【目的】：若者の挑戦を応援し、夢の実現を後押しすることや、「秋田県でも夢は叶う」
ということを広くPRすることで、県内定着・ふるさと回帰に繋げるもの。

【予算規模】：500万円以上

【事業開始時期】：令和元年度（平成３１年度）

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：その他

【運営方法（主体）】：外部委託

【修了生への対応】：OB・OG会の加入と定期的な交流機会の実施

【修了生との関係性】：各年度の若者チャレンジ応援事業採択者を一堂に会し、その
後（伴走支援期間終了後）の取組についての成果報告会を実施するなど交流の場
を設けている。※若者チャレンジ応援事業は、原則２年間の支援としている。

【修了生の事例把握】過去の若者チャレンジ応援事業採択者との交流会を開催し事
例紹介も含めた情報共有を実施している。

【秋田県】

【地域づくり人材の人物像】主体的に地域づくり活動に関わり、地域の活性化を図る人材が必要だと考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】都道府県と市町村の役割分担は明確化していないが、広域連携が必要なものや大規模
なものを県が担っている。



視察候補④（若者と地域をつなぐプロジェクト事業（秋田県））
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【事業名】 若者と地域をつなぐプロジェクト事業

【目的】将来の地域を担う若い世代が地域について主体的に考え、行動するための
意識醸成やきっかけづくりを行う。

【予算規模】：300万円以上400万円未満

【事業開始時期】：令和元年度（平成３１年度）

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：外部委託

【修了生への対応】：活動費用の補助・助成の適用

【修了生との関係性】：事業終了後、参加者との面会機会等は特に設けていないが、
次のステップとなる事業の周知を図っている。

【修了生の事例把握】事前説明会等において、過去の参加者から事業での取組事例
を紹介してもらっている。

【秋田県】

【地域づくり人材の人物像】主体的に地域づくり活動に関わり、地域の活性化を図る人材が必要だと考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】都道府県と市町村の役割分担は明確化していないが、広域連携が必要なものや大規模
なものを県が担っている。



視察候補⑤（栃木県地域づくり担い手育成事業（栃木県））
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【事業名】 栃木県地域づくり担い手育成事業
（とちぎ地域づくりインターンシップ、地域づくりスキルアップ講座）

【目的】：防災や福祉などの地域における共助の活動の実践事例を学ぶ、環境やユニバーサルデザイン
に配慮したまちづくり手法について学ぶ、高齢者から学生まで、様々な階層の活動参加の促進手法
等を学ぶ、リーダーシップなど活動に関する心構えや理念、哲学を学ぶ、事業計画づくりやコミュニ
ケーションなど地域マネジメントに係る知識や技法を学ぶ

【予算規模】：300万円以上400万円未満

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体のスタッフ、高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：外部委託

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：引き続き地域づくり団体での活動体験への呼びかけや、地域づくり
の実践者向けの講座（栃木県地域づくり担い手育成事業内のプログラム）への参加案
内を行い、興味関心が継続するように努める。

【修了生の事例把握】本事業を通じて地域づくり団体を立ち上げ、継続した活動を行って
いる修了生を把握しており、研修講師として招へいし、事例紹介を行ってもらっている。

【栃木県】

【地域づくり人材の人物像】少子高齢化や人口減少が進む中、住民が住み続けられる地域を維持するためには、地域のことを
考え、仲間と一緒に地域を支える活動に継続的に取り組む人材や団体が必要と考えている。

【都道府県と市区町村との役割分担】明確な役割分担を県と市町の間で設けてはいないが、県では、県全体に効果が及ぶよう
な広域的な取組としての補助制度の運用や人材育成、各種制度等の活用に向けた市町への助言等を実施している。市町
では、具体的な地域の課題を捉え、国や県の補助制度等を活用するなどして地域課題の解決に向けた個別の事業を実施
している。



視察候補⑥（彩の国環境大学（埼玉県））
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【事業名】 彩の国環境大学

【目的】：環境科学国際センターで研究している環境分野について学ぶ

【予算規模】：50万円以上100万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：その他

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：修了証の交付

【修了生との関係性】：特になし

【修了生の事例把握】現在は環境大学修了生の会として活動している部分
のみ把握しており、全修了生は把握していない。

【埼玉県】

【地域づくり人材の人物像】地域住民と共に地域づくりを考え、意欲的に取り組む人材。

【都道府県と市区町村との役割分担】

【県】複数市町村で行う必要がある、または県で行った方がより効果的と考えられる事業の実施

【市町村】上記以外の事業



視察候補⑦（AIITシニアスタートアッププログラム（東京都））
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【事業名】 AIITシニアスタートアッププログラム

【目的】：シニア起業に必要とされる知識・スキル（基礎科目）、事業開発手法
（事例研究型科目）を修得・定着し、課題に対する問題解決・事業開発のプロ
ジェクトを実施

【予算規模】：500万円以上

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：地域住民等

【運営方法（主体）】：その他（大学）

【修了生への対応】：修了証の交付

【修了生との関係性】：特段の取組はございません。

【修了生の事例把握】：特段の取組はございません。

【東京都】

【地域づくり人材の人物像】それぞれの地域の実情に応じて、人と人とのつながりが育ち、地域コミュニティが持続可能な形で運
営されていることが重要であり、そのために、地域をまとめていくような役割を担う人材も必要であると考えている。

【都道府県と市区町村との役割分担】市区町村は基礎自治体として、それぞれの地域の実情に応じた地域振興を進めており、
都は広域自治体として、主に市区町村との意見交換による課題等の把握や個別の助言、市区町村への補助金・交付金等
の財政面の支援等を行っている。



視察候補⑧（石川地域づくり塾（石川県））
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【事業名】 石川地域づくり塾

【目的】：リーダーシップなど活動に関する心構えや理念、哲学を学ぶ、事業計画づく
りやコミュニケーションなど地域マネジメントに係る知識や技法を学ぶ

【予算規模】：50万円以上100万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体スタッフ、自治会、地域協議会等の関係者、地域
住民等、都道府県職員、市区町村職員、高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：希望者には石川地域づくり協会の運営に参画してもらいなが
ら、協会が委嘱している地域づくりコーディネーターとのネットワーク形成を図って
いる。

【修了生の事例把握】：近年の修了生で活躍されている方に、「卒塾生のフォローアッ
プ」として地域づくり塾で学んだことや実践方法について講義してもらっている。

【石川県】

【地域づくり人材の人物像】石川県における地域づくり人材とは、地域に誇りと愛着を持ち、自主的・主体的に行う地域づくり活
動の核となる担い手である。 今後の地域づくりにおいては、地域の中で自分がやりたいことや果たす役割は何か、そのた
めに何をする必要があるかを考えながら、地域や団体の課題解決や方向性を構築する能力を身につけた人材が必要だと
考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】記述なし。



視察候補⑨（地域交流による高等学校活性化事業（石川県））
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【事業名】 地域交流による高等学校活性化事業

【目的】：地域貢献活動の機会を設けるとともに、地域人材を生か
して、生徒の学びへの動機付けを行う。地元企業と連携し、地域
の社会課題の解決に取り組む実践的な教育活動を行う。

【予算規模】：100万円以上200万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：在学時に本事業を受講した卒業生が、ＯＢ・
ＯＧとして本事業に関わることがある。

【修了生の事例把握】：各学校の取り組みは、実施計画書及び実
施報告書の提出により把握している。また、対象校が参加する
研究協議会を実施し、情報の共有を図っている。

【石川県】

【地域づくり人材の人物像】石川県における地域づくり人材とは、地域に誇りと愛着を持ち、自主的・主体的に行う地域づくり活
動の核となる担い手である。 今後の地域づくりにおいては、地域の中で自分がやりたいことや果たす役割は何か、そのた
めに何をする必要があるかを考えながら、地域や団体の課題解決や方向性を構築する能力を身につけた人材が必要だと
考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】記述なし。



視察候補⑩（人権教育指導研修事業（福井県））
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【事業名】 人権教育指導研修事業

【目的】：行政、教育機関、公民館・企業等で「地域づくり人材」育成の中心となる指導者に対し、計画的に人権教育指導研修
を実施し、指導力の向上に努める

【予算規模】：500万円以上

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）、通信教育型

【受講対象】：自治会、地域協議会等関係者、地域住民等、都道府県職員、市区町村職員等、その他

【運営方法（主体）】：外部委託

【修了生への対応】：活動費用の補助・助成の適用

【修了生との関係性】：様々な補助をすることで、各市町において、人権問題を中心に、地域づくりがしやすいように支援を行っ
ている。

【修了生の事例把握】：年度末に活動事例報告をしてもらい、次年度、それを全市町で共有している。

【福井県】

【地域づくり人材の人物像】少子高齢化による人口減少やコロナ禍などにより、地域のつながりが希薄化し、地域・家庭の教育
力の低下が課題となっている。また、終わりの見えないウクライナ戦争など、様々な困難を抱え、予測困難な時代であるが、
その中で、マイナス面だけに目を向けるのではなく、既成観念にとらわれず、「できない」ではなく、自分たちには何が「でき
る」かを見つけようとする人材が必要だと考える。また、お互いが協働し、一人ひとりが知恵を出し合って、新たな社会教育
の在り方を考えていく中で、誰一人取り残さない、多様性と包摂性のある持続可能な社会（ＳＤＧｓ）を目指していこうとする
人材が「地域づくり人材」として必要だと考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】県として、各市区町村で地域振興をつとめる指導者を育成するための研修等を企画し、
実施・運営している。また、補助金等で支援し、各市町が地域振興を図る支援をしている。



視察候補⑪（生涯学習推進センター研修事業（長野県））
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【事業名】 生涯学習推進センター研修事業

【目的】：防災や福祉などの地域における共助の活動の実践事例を学ぶ、
高齢者から学生まで、様々な階層の活動参加の促進手法を学ぶ、生涯
学習によるまちづくり支援

【予算規模】：100万円以上200万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：地域住民等、都道府県職員、市区町村職員等

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：称号資格の認定、他の研修における講師の登用

【修了生との関係性】：各種研修会の案内を通知する。

【修了生の事例把握】随時、活動の情報収集を行い、必要に応じ取り組み
の様子を紹介している。

【長野県】

【地域づくり人材の人物像】 地域内外の多様な主体と交流・連携しながら、主体的に地域づくりに取り組む人材。今後の地域
づくりにおいては、地域を俯瞰的に見ながら住民との対話から気づきや問いを見出し対話の場によって地域全体の学び・実
践活動を促すファシリテーターとなる人材等、中間支援人材も必要と考えているところ。

【都道府県と市区町村との役割分担】県は、市町村の選択を尊重しつつ、地域の実情や国による支援の状況等を踏まえながら、
必要な助言や支援を実施。



視察候補⑫（コミュニティ・カレッジ（静岡県））
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【事業名】 コミュニティ・カレッジ

【目的】：高齢者から学生まで、様々な階層の活動の参加の促進手法等を
学ぶ、事業計画づくりやコミュニケーションなど地域マネジメントにかか
る知識や技法を学ぶ

【予算規模】：100万円以上200万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体スタッフ、自治会、地域協議会等の関
係者、地域住民等

【運営方法（主体）】：その他

【修了生への対応】：修了証の交付、OB・OG会の加入と定期的な交流機
会の実施、フォローアップ研修の実施

【修了生との関係性】：希望者は講座修了者で構成されるネットワークに
加入し、地域ごと研修や情報交換を行っている。

【修了生の事例把握】修了者のネットワークの各支部において、事例発表
を行っている。

【静岡県】

【地域づくり人材の人物像】 住民自らが地域課題の解決に取り組むことができる環境づくりや、多様な主体の参加による地域
活動の活性化を促進することが必要だと考えるため、地域におけるコミュニティ活動の活性化を図り、地域活動を牽引する
リーダーが必要であると考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】県：市町の取組支援、広域的取組を推進 市町：コミュニティ組織を直接的に支援し、連携
協働する。



視察候補⑬（災害時連携NPO等ネットワークにおけるシンポジウム（京都府））

14

【事業名】 災害時連携NPO等ネットワークにおけるシンポジウム

【目的】：防災や福祉などの地域における共助の活動の実践事例を学ぶ

【予算規模】：50万円未満

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：オンライン型（ZooｍやWebex） ※対面でも実施

【受講対象】：NPOや地域づくり団体スタッフ、自治会、地域協議会等の関係者、地域住民
等、都道府県職員、市区町村職員

【運営方法（主体）】：実行委員会方式による運営

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：特になし

※ただし、聴講者との関係性としてネットワークへの加盟促進を実施

【修了生の事例把握】：シンポジウムのテーマに合わせ、パネリストによる事例紹介も実施。

【京都府】

【地域づくり人材の人物像】 地方自治体や、企業・団体、地域住民と連携し、地域の魅力発掘や新産業（ビジネス）の創出、集
落の再生支援等、地域づくり・地域活性化に関する活動を実践し、地域の持続的な発展への貢献や、地域のリーダーにも
なり得る人材。地域の実態を把握し、自身の経験やノウハウを活かしながら新たなことに積極的に挑戦するとともに、地域
の多様な分野・特色をもった企業・団体等との関わりをもちながら、ネットワーク形成や、コーディネート能力を持った人材が
必要と考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】市町村は、地域の特性に応じた地域活性化の施策を実施することで市町村が目指すまち
づくりにつなげる。都道府県は、まちづくりに取り組む地域の支援や、市町村による施策、アイデアの実現のための伴走支
援を行うとともに、地域の特性を打ち出し、広域的な広報や情報発信を行う。

災害時連携ＮＰＯ等ネットワーク実行委員会

事務局 京都府政策企画部地域政策室



視察候補⑭（地域づくりネットワーク和歌山県協議会研修交流会（和歌山県））
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【事業名】 地域づくりネットワーク和歌山県協議会研修
交流会

【目的】：年度ごとにテーマを設定し、幅広く地域づくりについて学ぶ

【予算規模】：50万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZooｍやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体スタッフ、自治会、地域協議会等関係
者、地域住民等、都道府県職員、市区町村職員、高校生・大学生、そ
の他

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：前年度の研修の参加者に対し、研修交流会の参
加案内を送付している。

【修了生の事例把握】：研修後の活動状況調査は実施していないが、優
良事例があれば研修会で発表してもらっている。

【和歌山県】

【地域づくり人材の人物像】地域づくりにおいては、周囲の人を巻き込み地域の課題や解決策を考え、自らが主体となって行動
することができる地域リーダーが必要と思われる。

【都道府県と市区町村との役割分担】

都道府県の役割：・県内の各地域の連携、交流の場の創出、・優良事例の情報提供等、地域づくり活動を学ぶ機会の創
出、・市町村や地域づくり団体に対し、専門的・技術的な指導・助言などを行う

市町村の役割：・地域づくり人材の掘り起こし、・活動の場の提供、整備、・地域特性を踏まえた地域振興の制度設計



視察候補⑮（アートで地域づくり実践講座（岡山県））
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【事業名】 アートで地域づくり実践講座

【目的】：地域のイメージアップとにぎわい創出を促進する
アートイベント等を展開するための企画力、コーディ
ネート力、広報技術などのスキルを備えた人材を育成
する講座

【予算規模】：500万円以上

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型

【受講対象】：地域住民等

【運営方法（主体）】：実行委員会方式による運営

【修了生への対応】：修了証の交付、フォローアップ研修の
実施、活動費用の補助・助成の適用

【修了生との関係性】：修了証を付与することで県内での
活動を少しでも容易にし、活動を促すと共に、修了後３
年までの者に助成金制度を設けている。

【修了生の事例把握】修了生は、県のリストに登録し、定
期的に活動状況を把握。

【岡山県】

【地域づくり人材の人物像】地域において、生活や暮らしを守るため、集落機能の維持・強化に向け、防災や地域づくりなどの活
動に積極的に参画し、将来にわたり地域で活躍する人材。

【都道府県と市区町村との役割分担】県は、中山間地域の振興施策の総合的かつ計画的な実施や、広域的な取組への支援を
行い、市町村は、地域の実情に応じた振興施策を計画的に推進し、地域住民の自主的・主体的な取組を支援する



視察候補⑯（おかやま創生 高校パワーアップ事業（岡山県））
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【事業名】 おかやま創生 高校パワーアップ事業

【目的】：おかやま創生を担う人材の育成

【予算規模】：400万円以上500万円未満

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型

【受講対象】：自治会、地域協議会等の関係者、地域住民等、高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営、外部委託（岡山大学）

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：高校卒業後のフォローアップまでは行っていないが、当該事業
における活動の成果等を学校の学びに継承している。

【修了生の事例把握】：成果発表の場として「地域と連携した『高校の魅力化』フォーラ
ム」を開催した。

【岡山県】

【地域づくり人材の人物像】地域において、生活や暮らしを守るため、集落機能の維持・強化に向け、防災や地域づくりなどの活
動に積極的に参画し、将来にわたり地域で活躍する人材。

【都道府県と市区町村との役割分担】県は、中山間地域の振興施策の総合的かつ計画的な実施や、広域的な取組への支援を
行い、市町村は、地域の実情に応じた振興施策を計画的に推進し、地域住民の自主的・主体的な取組を支援する。



視察候補⑰（高等学校魅力化推進事業（リージョナルモデル）（岡山県））
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【事業名】 高等学校魅力化推進事業（リージョナルモデル）

【目的】：時代の進変化や社会のニーズに対応できる人材の育成

【予算規模】：500万円以上

【事業開始時期】：令和元年度（平成31年度）

【実施形態】：通学型

【受講対象】：自治会、地域協議会等の関係者、地域住民等、高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営、実行委員会方式による運営、
外部委託（地域連携に関する団体等）

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：高校卒業後のフォローアップまでは行っていないが、当該事業に
おける活動の成果等を学校の学びに継承している。

【修了生の事例把握】：成果発表の場として「高校生探究フォーラム」を開催した。

【岡山県】

【地域づくり人材の人物像】地域において、生活や暮らしを守るため、集落機能の維持・強化に向け、防災や地域づくりなどの活
動に積極的に参画し、将来にわたり地域で活躍する人材。

【都道府県と市区町村との役割分担】県は、中山間地域の振興施策の総合的かつ計画的な実施や、広域的な取組への支援を
行い、市町村は、地域の実情に応じた振興施策を計画的に推進し、地域住民の自主的・主体的な取組を支援する。



視察候補⑱（ひろしま「ひと・夢」未来塾（広島県））
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【事業名】 ひろしま「ひと・夢」未来塾

【目的】：中山間地域で起業や地域課題解決の取組を志す人材の育成

【予算規模】：500万円以上

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZoomやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体のスタッフ、自治会、
地域協議会等の関係者、地域住民等

【運営方法（主体）】：外部委託（県が行う物品及び役務を調達するための

競争入札に参加する者に必要な資格等によって、資格を認定されている者）

【修了生への対応】：修了証の交付、他の研修における講師への登用、
活動費用の補助・助成の適用

【修了生との関係性】：地域づくり活動実践者のプラットフォームである「ひろしま里山・
チーム５００」に登録してもらい，登録者間や活動に関心のある人とのつながりづくりや、
活動のステップアップに必要な支援を行っている。

【修了生の事例把握】：次年度の研修において、教材として活動動画を製作し、紹介
している。また本県YouTubeチャネルにおいて活動に関心のある方に共有している。

【広島県】

【地域づくり人材の人物像】人口減少や高齢化が進む本県の中山間地域においては，安心して暮らせる持続可能な地域づくりに
向けて，地域に根差し，地域の抱える課題解決を解決し，新たな価値を生み出していくための主体的な活動を展開していく人
材が必要である。

【都道府県と市区町村との役割分担】地域と密接にかかわる市町と広域的な視点で共通の課題に対応する県が情報共有を図
ることで、効率的に対応していく。



視察候補⑲（地域活性型インターンシップ推進事業（山口県））
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【事業名】 地域活性型インターンシップ推進事業

【目的】：地域の関係機関等と連携して地域活性化に向けた取組を実施する高等学校等
に経費を支援

【予算規模】：100万円以上200万円未満

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZoomやWebex）

【受講対象】：その他

【運営方法（主体）】：都道府県の職員を中心とする運営

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：本事業を経験した生徒が、将来的に就職又は進学するにあたり、
県内に留まり、引き続き地域の活性化に貢献することを期待している。

【修了生の事例把握】：実施校に対しては、年度末に実施報告書の提出を課しており、優
良事例については各種協議会等で事例を発表している。

【山口県】

【地域づくり人材の人物像】地域づくりの中心となるリーダー、地域活動の担い手・中山間地域を支えてきた人材の世代交代に向
けて、中山間地域を支える、新しい地域づくりを担う人材の育成・確保が重要だと考える。 （中山間地域振興担当課）
ふるさと山口に誇りと愛着を有し、高い「志」と「行動力」をもって、地域や社会の課題を自ら発見、他者と協働しながら解決し、
新たな価値を創造できる人材（企画担当課）

地域や地元企業の魅力を理解し、郷土に誇りと愛着をもって地域の活性化に貢献する人材（教育部門）

【都道府県と市区町村との役割分担】 （中山間地域振興担当課）

【県】地域や市町の意欲ある取組を積極的に支援し、モデル地域や活動を創り出すことで、県内における地域づくりの新たな動き
や活動の活発化を促進。また、専門家による現地での指導・助言など、専門的な分野において積極的な支援を行う。
【市町】住民に最も身近な行政主体として、地域の抱える様々な課題に対して、地域と協働し、主体的に地域づくり活動を進める。



視察候補⑳（やまぐち元気生活圏づくり協働支援事業（人材育成事業）（山口県））
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【事業名】 やまぐち元気生活圏づくり協働支援事業（人材育成事業）
【目的】：「やまぐち元気生活圏」づくりに向け、地域づくり人材・団体の育成など、市町や地
域への支援体制の強化を図る。

【予算規模】：200万円以上300万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZoomやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体のスタッフ、自治会、地域協議会等の関係者、地域住
民等、都道府県職員、市区町村職員、高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：外部委託

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：参加者同士の広域的なネットワークが構築されるよう、研修の中で
情報の提供・交換等を行うための場づくりをしている。

【修了生の事例把握】：研修参加者の取組みについてすべてを把握していないが、地域の
優良取組事例については、年度末に中山間地域づくり収穫のつどい（活動報告会）を開
催し、県内各地域でのノウハウ等の共有を図っている。

【山口県】

【地域づくり人材の人物像】地域づくりの中心となるリーダー、地域活動の担い手・中山間地域を支えてきた人材の世代交代に向
けて、中山間地域を支える、新しい地域づくりを担う人材の育成・確保が重要だと考える。 （中山間地域振興担当課）
ふるさと山口に誇りと愛着を有し、高い「志」と「行動力」をもって、地域や社会の課題を自ら発見、他者と協働しながら解決し、
新たな価値を創造できる人材（企画担当課）

地域や地元企業の魅力を理解し、郷土に誇りと愛着をもって地域の活性化に貢献する人材（教育部門）

【都道府県と市区町村との役割分担】 （中山間地域振興担当課）

【県】地域や市町の意欲ある取組を積極的に支援し、モデル地域や活動を創り出すことで、県内における地域づくりの新たな動き
や活動の活発化を促進。また、専門家による現地での指導・助言など、専門的な分野において積極的な支援を行う。
【市町】住民に最も身近な行政主体として、地域の抱える様々な課題に対して、地域と協働し、主体的に地域づくり活動を進める。



視察候補㉑（SAGAローカリストアカデミー（佐賀県））

22

【事業名】 SAGAローカリストアカデミー

【目的】：若い世代の方に地域づくりに興味・関心を持ってもらい、新たな動きにつなげ
ることを目的として、県内で地域づくり活動を牽引している人材（ローカリスト）と交流、
地域づくりについて学ぶイベント

【予算規模】：400万円以上500万円未満

【事業開始時期】：平成26～30年度

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZoomやWebex）

【受講対象】：地域住民等、高校生、大学生等

【運営方法（主体）】：外部委託

【修了生への対応】：特になし

【修了生との関係性】：現在、参加者との参加者との関係構築等に関する明確な取組
は行っていない。

【修了生の事例把握】：過去参加者への継続的なフォローアンケートを実施している。

事例の紹介などは行っていない。

【佐賀県】

【地域づくり人材の人物像】時代にふさわしい地域の新しい価値の上乗せを目標としながら、『主体づくり』『場づくり』『条件づく
り』の三要素を地域の状況に応じて、巧みに組み合わせるコーディネートをする人材と考える。今後は、地域住民のみなら
ず、関係人口にも地域づくり人材が生じることが必要だと考える。

【都道府県と市区町村との役割分担】地域振興の主体は市町であり、都道府県はその市町のサポートや、市町域を超えて活動
する個人や団体を対象にサポート直接サポートする。
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【事業名】 地域づくり人育成事業

【目的】：多様な主体との協働による地域課題の解決等に向けた取組に必要な人材を
育成するため，地域づくりの企画力や活動のスキルを習得する実践的な講座を実施
する。

【予算規模】：100万円以上200万円未満

【事業開始時期】：平成25年度以前

【実施形態】：通学型、オンライン型（ZoomやWebex）

【受講対象】：NPOや地域づくり団体のスタッフ、自治会、地域協議会等の関係者、地
域住民等、都道府県職員、市区町村職員、高校生、大学生等、その他

【運営方法（主体）】：外部委託（ＮＰＯ等非営利活動団体や大学、企業等）

【修了生への対応】：修了証の交付、その他

【修了生との関係性】：講座の講師（アドバイザー）を過去受講生等へ依頼するほか，
過去受講生を対象に大同窓会を実施し，過去受講生による活動報告やトークセッショ
ン等を実施している。

【修了生の事例把握】：過去受講生対象に大同窓会を実施し，過去受講生による活
動報告やトークセッション等を実施しており，受講生の活動内容の把握を行うほか，
取組内容を紹介する機会となっている。

【鹿児島県】

【地域づくり人材の人物像】地域コミュニティ活動の活性化に向け，多様な主体との協働による地域課題の解決等に向けた取
組に必要な企画力や実践力がある，地域づくりのリーダーの役割を果たす人材や，リーダーを支える人材，地域におけるさ
まざまな団体間の調整などコーディネートを担う人材の育成を進めていく必要がある。

【都道府県と市区町村との役割分担】事業毎に役割分担は異なっている。
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